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2018年度 監事監査の実施について 

 

 １ 監査の基本方針 

 

○ 法人の業務の適正かつ効率的な運営に資することを目的として、規則の定め

により、法人の業務及び会計の執行状況についての監査を実施する。 

○ 今年度は、「内部統制の運用状況」について、重点監査項目とする。 

○ 昨年度から引続き、「危機管理への取組」についても監査を実施する。 

 

２ 監査の実施 

 

○ 規則に基づき、監事が監査計画を策定し、実施する。 

○ 書面監査を基本に実施することとするが、監査項目に応じて現地視察及び関

係所管部署からのヒアリングを実施する。 

○ 特に、業務監査（重点項目）においては、法人事務組織の中から３課程度を

選定し、職員に対するヒアリングを実施することで、業務遂行上の課題を明

らかにする。 

○ 危機管理への取組では、自然災害や感染症、事件・事故等の「個別危機対応

要領」の編纂状況について確認をする。 

○ 業務監査については、2018年 10月から2019年 3月まで、会計監査は、事業

年度決算確定時の2019年 6月に実施する。 

 

 (１)業務監査項目 

   ①（重点項目）内部統制の運用状況 

   ②危機管理への取組状況〔総務課〕 

   ③規程等の整備状況・実施状況〔総務課〕 

   ④中期計画、年度計画、予算・収支計画及び資金計画の実施状況〔企画財務課〕 

   ⑤組織運営及び人事管理の適法性及び妥当性〔総務課〕 

   ⑥役職員の給与・諸手当等の適法性及び妥当性〔総務課〕 

   ⑦業務の効率化の状況〔総務課〕 

 

 (２)会計監査項目 

   ①決算報告書・財務諸表の真実性及び妥当性〔会計管理課、企画財務課〕 

   ②資産の取得、管理及び処分の適法性及び妥当性〔施設課〕 

   ③債権管理の適法性及び妥当性〔会計管理課〕 

 

３ 監査の根拠 

 

  ・地方独立行政法人法第１３条第４項  

  ・公立大学法人首都大学東京監事監査規則 

 


